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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第133期
第３四半期
連結累計期間

第134期
第３四半期
連結累計期間

第133期

会計期間
自2021年４月１日
至2021年12月31日

自2022年４月１日
至2022年12月31日

自2021年４月１日
至2022年３月31日

営業収益 （百万円） 25,325 27,787 34,151

経常利益 （百万円） 2,018 2,611 1,787

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（百万円） 1,498 1,814 5,967

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,252 2,391 5,854

純資産額 （百万円） 42,371 48,695 46,971

総資産額 （百万円） 96,918 103,127 108,755

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 67.46 81.65 268.55

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 43.7 47.2 43.2

 

回次
第133期
第３四半期
連結会計期間

第134期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自2021年10月１日
至2021年12月31日

自2022年10月１日
至2022年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 20.62 33.60

（注）１.当社は四半期連結財務諸表を作成しており、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりませ

ん。

２.「潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益」については、潜在株式がないため記載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　　　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　　　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1)経営成績

　当第３四半期連結累計期間の経営成績は、新型コロナウイルス感染症の影響は残るものの、運輸業における鉄道

事業等での運輸収入の増加や流通業における山陽百貨店での収入の増加などにより、営業収益は27,787百万円と前

同四半期連結累計期間に比べ2,462百万円（9.7％）の増収となり、営業利益は2,525百万円と前同四半期連結累計

期間に比べ795百万円（46.0％）の増益、経常利益は2,611百万円と前同四半期連結累計期間に比べ593百万円

（29.4％）の増益となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,814百万円と前同四半期連結累計期間に比べて

315百万円（21.0％）の増益となりました。

 

事業の種類別セグメントごとの経営成績を示すと、次のとおりとなります。

 

①運輸業

　鉄道事業において、行動制限が解除されたことに伴い、出控えの影響が前期より縮小したことや、バス事業にお

いて、前期は催行されなかったバス旅行等の反動増や、神戸市バスの一部路線の運行受託拡大が寄与したこと等に

より、外部顧客に対する営業収益は13,432百万円と前同四半期連結累計期間に比べ1,331百万円（11.0％）の増収

となり、営業利益は387百万円（前年同期営業損失は337百万円）となりました。

 

②流通業

　山陽百貨店において、当期は緊急事態宣言発出に伴う臨時休業等が実施されなかったことにより来店客数が増加

したほか、婦人雑貨等の売上が好調に推移したこと等により、外部顧客に対する営業収益は6,452百万円と前同四

半期連結累計期間に比べ516百万円（8.7％）の増収となり、営業利益は216百万円（前年同期営業損失は54百万

円）となりました。

 

③不動産業

　分譲事業において、前期の保有土地売却の反動減があったものの、神戸市西区における「クレヴィアシティ西神

中央」等の引渡しによりマンションの分譲収入が前期よりも増加したほか、賃貸事業においても、前期に取得した

京都市左京区の「エス・キュート京都下鴨東」等の収入が寄与したこと等により、外部顧客に対する営業収益は

5,520百万円と前同四半期連結累計期間に比べ674百万円（13.9％）の増収となりました。しかしながら、前期の保

有土地売却の反動減の影響が大きく、営業利益は1,718百万円と前同四半期連結累計期間に比べ202百万円

（10.5％）の減益となりました。

 

④レジャー・サービス業

　スポーツ業において、神戸市垂水区にフィットネス店舗を新たにオープンしたものの、ゴルフ練習場「高塚ゴル

フセンター」の運営受託が終了したこと等により、外部顧客に対する営業収益は1,410百万円と前同四半期連結累

計期間に比べ30百万円（2.1％）の減収となりましたが、諸費用の減少等により、営業利益は89百万円と前同四半

期連結累計期間に比べ０百万円（0.3％）の増益となりました。

 

⑤その他の事業

　各種工事業において、沿線自治体等からの新たな工事受注に努めましたが、ビル管理業において、既存業務が一

部終了したこと等により、外部顧客に対する営業収益は972百万円と前同四半期連結累計期間に比べ29百万円

（3.0％）の減収となり、営業利益は109百万円と前同四半期連結累計期間に比べ４百万円（4.2％）の減益となり

ました。
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(2)財政状態に関する説明

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて5,627百万円減少し、103,127百万円となり

ました。また、純資産は前連結会計年度末に比べて1,723百万円増加し、48,695百万円となり、自己資本比率は

47.2％となりました。

　増減の主な内訳は、資産の部では現金及び預金が1,769百万円、有価証券が1,999百万円、それぞれ減少しており

ます。負債の部では支払手形及び買掛金が4,044百万円、長期借入金が3,069百万円、それぞれ減少しております。

純資産の部では、利益剰余金が1,147百万円増加しております。

 

(3)重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(4)経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

 

(5)優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について、重

要な変更及び新たに生じた課題はありません。

 

(6)研究開発活動

該当事項はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 48,000,000

計 48,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2022年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2023年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 22,330,598 22,330,598
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 22,330,598 22,330,598 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

 2022年10月１日～

 2022年12月31日
－ 22,330,598 － 10,090 － 2,522

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2022年９月30日）に基づく株主名簿により記載しており

ます。

 

①【発行済株式】

    2022年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己所有株式）

－ －
普通株式 80,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 22,166,900 221,669 －

単元未満株式 普通株式 83,698 － 1単元（100株）未満

発行済株式総数  22,330,598 － －

総株主の議決権  － 221,669 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式1,600株（議決権の数16個）及び役員

　　　向け株式交付信託が保有する当社株式31,500株（議決権の数315個）が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2022年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己所有株式）

山陽電気鉄道株式会社

神戸市長田区御屋敷通

３丁目１番１号
80,000 － 80,000 0.36

計 － 80,000 － 80,000 0.36

（注）役員向け株式交付信託が保有する当社株式31,500株は、上記自己所有株式には含まれておりません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から

2022年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,784 5,015

受取手形、売掛金及び契約資産 3,733 2,435

有価証券 1,999 －

商品及び製品 980 1,195

分譲土地建物 4,888 4,352

その他 1,379 1,674

貸倒引当金 △10 △13

流動資産合計 19,757 14,659

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 38,845 37,690

機械装置及び運搬具（純額） 11,382 10,409

土地 27,203 27,822

建設仮勘定 565 1,041

その他（純額） 738 611

有形固定資産合計 78,736 77,575

無形固定資産 613 556

投資その他の資産   

投資有価証券 5,834 6,626

長期貸付金 51 54

退職給付に係る資産 2,615 2,614

繰延税金資産 117 105

その他 1,043 948

貸倒引当金 △14 △14

投資その他の資産合計 9,648 10,335

固定資産合計 88,997 88,468

資産合計 108,755 103,127
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 7,219 3,175

短期借入金 5,464 5,107

未払法人税等 925 139

賞与引当金 627 425

役員賞与引当金 16 －

その他 8,359 9,205

流動負債合計 22,613 18,053

固定負債   

社債 6,000 6,000

長期借入金 26,471 23,402

繰延税金負債 1,570 1,996

退職給付に係る負債 1,632 1,638

長期前受工事負担金 38 185

受入敷金保証金 3,168 2,887

その他 287 268

固定負債合計 39,170 36,378

負債合計 61,783 54,431

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,090 10,090

資本剰余金 7,037 7,057

利益剰余金 27,814 28,961

自己株式 △177 △198

株主資本合計 44,765 45,911

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,582 2,210

退職給付に係る調整累計額 624 574

その他の包括利益累計額合計 2,206 2,784

純資産合計 46,971 48,695

負債純資産合計 108,755 103,127
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

営業収益 25,325 27,787

営業費   

運輸業等営業費及び売上原価 20,002 21,571

販売費及び一般管理費 3,593 3,690

営業費合計 23,595 25,262

営業利益 1,729 2,525

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 159 175

持分法による投資利益 1 2

雇用調整助成金 159 26

雑収入 193 114

営業外収益合計 514 319

営業外費用   

支払利息 183 185

雑支出 42 47

営業外費用合計 226 233

経常利益 2,018 2,611

特別利益   

補助金収入 158 －

休業等協力金 60 －

雇用調整助成金 注１ 15 －

投資有価証券売却益 3 －

収用等特別勘定取崩益 1 －

特別利益合計 240 －

特別損失   

固定資産除却損 32 17

補助金圧縮額 158 －

臨時休業等損失 注２ 66 －

収用等代替資産圧縮損 1 －

固定資産売却損 0 －

特別損失合計 259 17

税金等調整前四半期純利益 1,999 2,594

法人税、住民税及び事業税 336 580

法人税等調整額 163 199

法人税等合計 500 780

四半期純利益 1,498 1,814

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,498 1,814
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

四半期純利益 1,498 1,814

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △177 628

退職給付に係る調整額 △68 △50

その他の包括利益合計 △246 577

四半期包括利益 1,252 2,391

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,252 2,391

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価

　　算定会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用

　　指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来

　　にわたって適用することといたしました。

　　　なお、これによる当第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表への影響はありません。

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

（注１）雇用調整助成金の内容

　前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

　新型コロナウイルス感染症拡大に伴う緊急事態宣言を踏まえた当社グループの山陽百貨店における臨時休業期間

中の人件費に対するものであります。

 

（注２）臨時休業等損失の内容

　前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

　新型コロナウイルス感染症拡大に伴う緊急事態宣言を踏まえた当社グループの山陽百貨店における臨時休業期間

中の固定費（人件費・減価償却費など）であります。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりです。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2022年４月１日
至 2022年12月31日）

減価償却費 2,983百万円 3,132百万円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月18日
定時株主総会

普通株式 333 15.0 2021年３月31日 2021年６月21日 利益剰余金

2021年11月12日

取締役会
普通株式 333 15.0 2021年９月30日 2021年12月３日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月17日
定時株主総会

普通株式 333 15.0 2022年３月31日 2022年６月20日 利益剰余金

2022年11月11日

取締役会
普通株式 333 15.0 2022年９月30日 2022年12月２日 利益剰余金

 　（注）2022年11月11日取締役会決議による配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配

　　　　 当金０百万円が含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（ 自 2021年４月１日　至 2021年12月31日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
（注１）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注２）
 運輸業 流通業 不動産業

レジャー・

サービス業

その他の
事業

計

営業収益         

(1)外部顧客に対する

営業収益
12,100 5,935 4,845 1,440 1,002 25,325 － 25,325

(2)セグメント間の内部営業

収益又は振替高
241 30 313 42 1,249 1,877 △1,877 －

計 12,341 5,966 5,159 1,483 2,252 27,202 △1,877 25,325

セグメント利益又は損失

（△）
△337 △54 1,921 89 114 1,733 △3 1,729

　　（注）１．セグメント利益又は損失の調整額は、セグメント間取引消去△３百万円であります。

　　　　　２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（ 自 2022年４月１日　至 2022年12月31日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
（注１）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注２）
 運輸業 流通業 不動産業

レジャー・

サービス業

その他の
事業

計

営業収益         

(1)外部顧客に対する

営業収益
13,432 6,452 5,520 1,410 972 27,787 － 27,787

(2)セグメント間の内部営業

収益又は振替高
268 32 352 32 1,354 2,040 △2,040 －

計 13,701 6,484 5,873 1,443 2,326 29,828 △2,040 27,787

セグメント利益 387 216 1,718 89 109 2,521 4 2,525

　　（注）１．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去４百万円であります。

　　　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

     （単位：百万円）
 

 

報告セグメント

計
運輸業 流通業 不動産業

レジャー・

サービス業
その他の事業

鉄道事業 8,387 － － － － 8,387

バス事業 2,506 － － － － 2,506

百貨店業 － 4,938 － － － 4,938

不動産分譲業 － － 2,430 － － 2,430

飲食業 － － － 1,105 － 1,105

その他 683 997 － 335 1,002 3,019

顧客との契約から

生じる収益
11,577 5,935 2,430 1,440 1,002 22,387

その他の収益 522 － 2,414 － － 2,937

計 12,100 5,935 4,845 1,440 1,002 25,325

 

当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

     （単位：百万円）
 

 

報告セグメント

計
運輸業 流通業 不動産業

レジャー・

サービス業
その他の事業

鉄道事業 9,242 － － － － 9,242

バス事業 2,744 － － － － 2,744

百貨店業 － 5,456 － － － 5,456

不動産分譲業 － － 3,079 － － 3,079

飲食業 － － － 1,115 － 1,115

その他 861 995 － 295 972 3,123

顧客との契約から

生じる収益
12,848 6,452 3,079 1,410 972 24,763

その他の収益 583 － 2,441 － － 3,024

計 13,432 6,452 5,520 1,410 972 27,787
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

１株当たり四半期純利益 67円46銭 81円65銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
1,498 1,814

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益（百万円）
1,498 1,814

普通株式の期中平均株式数（千株） 22,219 22,219

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．役員向け株式交付信託が保有する当社株式を、１株当たり四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の

　　 計算において控除する自己株式に含めております（当第３四半期連結累計期間15千株）。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

2022年11月11日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次の通り決議しました。

（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・・333百万円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・15円

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・2022年12月２日

（注）2022年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2023年２月９日

山陽電気鉄道株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

大阪事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 梅原　隆

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 和田林　一毅

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている山陽電気鉄道

株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年10月１日

から2022年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、山陽電気鉄道株式会社及び連結子会社の2022年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要

な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー
手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される
年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか

結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期

連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でな

い場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、

四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる

事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 
 
（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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